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相互扶助の背景としての日本伝統村落における
間接的共同土地所持

日本においては、農業生産者の相互扶助の最も基本的かつ一般的な単位は村落（＝集

落）である。村落が相互扶助の単位となった最大の理由は、中世に起源を持つ日本村落

が生産者組織であると同時に農業資源の管理組織であるということにある。つまり、近

世日本の村落では、土地は単なる農業者の私的所有物ではなく、生産者組織である村と

農業者が重層的に土地に対する権利を有していた（「間接的共同土地所持」）。日本近世

では、農村金融において、村落の土地が他村の者に質入れされた場合も、村落は担保と

なった土地の行方を追跡し把握し、債務者が村落のメンバーである場合は、土地を取り

戻せるようサポートを行っていた。このようにして、日本の伝統村落は村落のメンバー

の農業経営を安定させるよう農村金融に様々な介入を行い、相互扶助の単位として強力

に機能した。本稿では、日本近世村落の「間接的共同土地所持」をめぐる近年の論争を

整理し、生産者の相互扶助の一側面として、どのように村落が土地所有と関わっていた

のかを明らかにする。
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１．はじめに――日本の村の「領域」
と農村金融――

本誌で筆者がこれまで論じてきたように、
日本においては、農業者の相互扶助の最も基
本的かつ一般的な単位は村落（＝集落）であ
る。中世に起源を遡る日本の村落（以下、「村」
と呼ぶ）が相互扶助の単位となった理由は、
それが生産者組織であると同時に、農業資源
の管理組織であることによる。その結果とし
て、日本の村には組織のナワバリとしての領
域が生じた。それは同時に、村が物理的に

「境界」を持つことを意味する。よって、入
会林野のようなコモンズだけではなく、個人
的な利用の多い田畑や宅地についても、「家
の土地」であると同時に、「村の土地」とい
う意識が生じた。そのような意識に基づき、
近世の村は、田畑を担保にした村人の借金

（「土地担保金融」）においても、それに伴う
土地の動きを把握していた１。このような近
世日本の田畑と農村金融の関係については、
白川部達夫の数々の著作に代表される膨大な
研究蓄積がある。後述のように、白川部は日
本の農村金融を「家」ではなく、「村」も含
めた二種類の主体の行動原理に基づいて理解
する必要性を強調している。

日本の村に「領域・境界」があるというこ
とは、多くの読者にとって自明かつ当たり前
のことかもしれない。しかし、九州や近畿の
一部では、境界や領域のはっきりとしていな
い集落が３分の１から半数近くに上る地域が
あることを、坂根嘉弘が1970年農業センサス
のデータに基づき指摘している２。また、日
本中世史家西谷地晴美は、中世の村は必ずし

も領域を持っているとはいえず、領域という
のは近世以降の村の特徴とする３。とはいえ、
多くの読者が感じるように、北海道と沖縄以
外では、領域を持つ村が日本の村の大宗を占
めているのは事実である。日本近世農村史研
究者渡辺尚志はこのような日本農村社会の通
念について、村の領域内の土地に関しては、
個々の百姓と村が重層的に所有権に近い権利
を持つ、とした４。後に渡辺の説は「間接的
共同土地所持論」として、多くの日本近世農
村史研究者に影響を与えた５。

国内の地域差を確認した上で、国際的に見
ると、現代でも村に領域がない国がある。例
えば、隣国である韓国である。韓国には家の
集まりという意味での村や、水利組織として
の農業者ネットワークはあるが、村の耕地と
いう概念がない６。従って、出作／入作、村
外地主／村内地主という概念もない。

韓国の村に領域がない、すなわち「村の土
地は村のもの」という観念がない理由として
考えられるのが、日本近世の村では一般的で
あった村請制がなかったことである。村請制
を簡潔に説明すると、個人や家ではなく、村
が組織として地税（以下、近世日本の地税を

「年貢」と呼ぶ）を村人から徴収し、領主に
納入するシステムである。ただし、村請制は
決して日本独自のシステムではない。インド
史研究者深沢宏と小谷汪之が、近世の西イン
ドで日本の村請制と似たようなシステムがあ
ったことを史料に基づき指摘している７。筆
者はこれらの研究を踏まえ、本誌の70号に

「日印の伝統農村の共済機能：地域社会にお
ける社会的分業の比較史的研究」という論文
を執筆し、19世紀末に日本とインド（特に西
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インド）では村が相互扶助的な性格を持つ組
織であり、農家経済の受けた金融ショックを
緩和する役割を果たしたことを指摘した。

筆者が村の領域と相互扶助の関係について
改めて考えることとなった契機は、2020年に
発表された中林真幸の論文「享保元文農地法
の成立――市場拡大と社会的安定の平衡――」８

（以下、「中林論文」とする）とそれをめぐ
る論争に触れたことである。中林論文と、そ
れに続く日本近世史家渡辺尚志との論争で、
上記にあげた理由から、中林論文は世界史的
に見て下記の重要な論点について重要な議論
を提起したと考えられる。つまり、①日本の
村に領域があるのか、②地域社会に独自のル
ールは存在せず、国家のルールが常に人間社
会では第一の行動規範となるのか、③村も土
地所有の主体の一つであったのかという３点
である。①・③は先述の渡辺の「間接的共同
土地所持」論に深く関わっている。

本稿の目的は、中林－渡辺論争と関連する
先行研究のレビューを通じて、①・②・③の
論点を中心に、日本の伝統的な農業者組織で
ある村について筆者の見解を示すことであ
る。筆者は中林の問題提起を非常に重要なも
のであると考えているが、日本の近世社会の
理解や日本近世史研究の方法論についての中
林の主張については、日本近世史に軸足を置
く一日本農村研究者として検討を要すると考
えた。

また、中林と渡辺の議論は、決して噛み合
っているとは言えない。論点②にも関わるこ
とであるが、中林と渡辺のイメージする「村」
像が全く一致しないため、このようなことが
起きたと考えられる。「中林論文」と同じ号

の『経済研究』に掲載された渡辺の「中林真
幸氏の「享保元文農地法の成立――市場拡大と
社会的安定の平衡――」に対するコメント」 ９

（以下「渡辺コメント」とする）は、中林論
文の趣旨そのものではなく、中林が渡辺の先
行研究を引用して論拠としたのに対し、一次
史料の解釈に疑問を呈したものであった。

にもかかわらず、『経済研究』同号に掲載
された「渡辺コメント」への中林の応答（以
下、「中林応答」とする）は、先行研究にお
ける一次史料についての渡辺の解釈を誤りで
あるとするばかりではなく、渡辺が「間接的
共同土地所持論」で主張する「村の土地は村
のもの」という社会通念を公権力の政策や法
律と比し、取るに足らないことであり説明力
のない「残差」としたのである。いささか
長くなるが、中林による原文を下記に引用す
る10。
「本論文は，行政司法を担う村役人が作成

した文書の解釈に当たっては，まず，作成者
が念頭においていた法令を推定し，作成者に
よる法令解釈の結果として文書を分析すべき
ことを主張している．そのことは，必ずしも

「村の土地は村のもの」（渡辺（1994），223頁）
といった観念の存在可能性を否定するもので
はない．しかし，それは，史料のテクストに，
実体法として機能していた法令をことごとく
適用し，その上でなお，説明しえない残差

0 0

（傍
点筆者）としてのみ検出可能なはずである．」
さらに中林は「経済理論に立脚した方法論が
ない」ことを理由に、白川部達夫の業績を除
き、太閤検地論以降の日本近世農村史研究の
存在意義を否定するところまで及んだ。

ここで、20世紀の日本における歴史研究を
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席巻した太閤検地論争について説明する11。
太閤検地論は、マルクス主義経済学者のう
ち、安良城盛昭によって1953年に提唱された
日本近世社会理解のためのモデルである。そ
れから数十年にわたり、太閤検地論の是非を
めぐって、日本中の歴史研究者が二つに分か
れた。安良城は太閤検地を中世の荘園制を家
父長的奴隷制と規定し、太閤検地は単なる年
貢額確定のための土地測量・評価事業ではな
く、農奴（＝小農民）自立政策＝封建革命で
あるとした。安良城説に対し様々な批判が生
まれたが、特に有名な学説が、夫役負担者＝
役家把握こそ重要であるとし、戦国時代との
連続性を重視する「役家体制論」である。両
学説の争点は多岐にわたったが、本稿の主旨
に関係するのは土地制度の評価である。「太
閤検地論」者は、太閤検地の意義を一地一作
人制度により中世における複雑な余剰農産物
の垂直的分配構造が否定されたことに認める
のに対し、「役家体制論」の代表者の一人後
藤陽一は、太閤検地の意義は農民的共同体の
場として村が設定し、その担い手がそのまま
夫役や年貢村請の主体として確立されたこと
にあるとする。つまり、「太閤検地論」では、
近世の国制の基盤となった村請制が背景に退
き、領主に対して個々の百姓ではなく、村が
年貢納入の義務を負っており、個々の百姓に
課される役負担や年貢負担が村の意向によっ
て決められたことは捨象されているのである。

太閤検地論争から話を戻し、結論から言え
ば、渡辺と白川部の村に対する見解は大いに
重なるところがあると考えていた筆者にとっ
て、中林の主張は意外なものであった。さら
に中林は、近世農村史研究者は経済学の一分

野であるゲーム理論や「法と経済学」に学ぶ
べきであると主張した。これに対し、渡辺は
2021年の自著『近世の村と百姓』で「土地問
題をめぐる百姓の意識――中林真幸の論文に
よせて――」を発表し、反論した（以下「渡
辺反論」とする）。そこにおける渡辺の最も
重要な主張は、地域社会に独自のルールが存
在するので領主（＝国家）のルールが常に百
姓にとって第一ではない12、村も土地所有の
主体の一つであった13、というものである。
これは、上述の論点②・③にあたる。

本稿では、論点①・②・③をめぐって、中
林論文の理論的構成と先行研究の成果との比
較検討を主な目的とし、一次資料の解釈につ
いての論争には踏み込まない。その理由は下
記の通りである。もし、渡辺の一次資料の解
釈に誤りがあり、中林がそれを信用できない
というのであれば、自ら一次資料にあたって
それを根拠に反論するか、渡辺の著書の引用
そのものをせず、「中林論文」の主張を支持
するような別の事例を引用するべきである。

では、我々は「中林論文」をめぐる論争や
先行研究から何を学べばよいのだろうか。

「中林論文」をめぐる数々の問い（つまり、
論点①・②・③）について、どのように向き
合っていけばいいのか。それについて、中林
が依拠していると主張する白川部達夫と、管
見の限り日本近世史分野で最も方法論が「法
と経済学」に近いフィリップ・ブラウンの研
究を参照しながら、どのような回答があるか
を議論する。
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２．近世日本における村と農村金融――
中林論文と中林－渡辺論争の意義――

１）「中林論文」の趣旨――「半頼納」と村

外地主――

前章で「中林論文」の農村研究史上の意義
について述べたが、本節では「中林論文」の
主旨について説明を行う。

筆者の理解した限りでは、「中林論文」の
目的は、明治維新後急速に拡大した近代日本
の地主の土地集積に触れ、近世においては享
保の改革（1716～ 1745）における農地の質
入れに関する法令の制定がそれを阻止したこ
とを証明することにある14。簡潔に言うと、

「中林論文」の趣旨は「幕府の法律による「頼
納」あるいは「半頼納」という形式の質地契
約の禁止が、質入れによる村外への土地の流
出を防止した」ということになる。
「頼納」は、土地を質に入れた債務者が、

地税である「年貢」と、人足役や伝馬役等、
領主への労働力供出である「諸役」を負担す
る契約のことである。「中林論文」の「諸役」
を「雑税」とする現代語訳は後述の理由で誤
解を招くので、「諸役」をそのまま使用する。

「半頼納」は、「年貢」あるいは「諸役」の
どちらかを債務者が負担することである。
「中林論文」では、「頼納」ではなく、い

くつかある「半頼納」の種類のうち、「年貢」
ではなく、「諸役」について、債権者が、労
働力ではなく金銭で負担するという契約内容
のものに焦点が当てられている15ので、本稿
では「頼納」についての議論は省略する。で
はなぜ、「半頼納」という質地契約の形式の
禁止が村外への土地の流出を防止することに

なるのか。
中林は、村外の債権者には債務者との契約

で定額を支払うという形で、土地に課せられ
た「諸役」と「村役」を負担するインセンテ
ィブがあるという。なぜなら、この形式の契
約は、「諸役」と「村役」を定額負担とする
ことで債務者から債権者への追加の金銭的要
求を防ぐことができるからであると中林は主
張する16。

しかし、その後中林は一転して、債務者と
結託した村が意図的に「諸役」として質入さ
れた土地の不作を理由に、追加的に金銭負担
を債権者に要求し、違法な「半頼納」状態に
することが可能であるとする。債務者と村の
不実を債権者が幕府に訴えても、債権者が意
図的に「半頼納」形式の質地契約を結んでい
ないことを証明することが非常に困難であ
り、訴訟で不利なため、債務者に有利な形で
債権者は再契約をすることを強いられるから
である17。

つまり、中林は幕法による「半頼納」の禁
止が、村境を跨いで土地を質に取る負のイン
センティブになり、ひいてはそれが大土地所
有の阻害要因になったというのである。「幕
府による「半頼納」形式の質地の禁止が江戸
時代における大土地所有を防止した」という

「中林論文」の仮説は、ａ）仮定の上にｂ）
ロジックを重ねて構築されており、一見した
だけでは分かりづらいところがある。

以下、次節では渡辺の一次資料の解釈に依
らずに「中林論文」及び「中林応答」のａ）「幕
法が「村外地主」というものを前提としてい
る」という仮定、ｂ）「村役人と債務者は結
託し、作柄についての偽りの情報をもとに追
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加的な金銭負担を債権者に要求する」という
ロジックについてその是非と意義を議論した
い。特に、ａ）仮定、ｂ）ロジックについて
は、前章で挙げた日本農村研究史上の大きな
問題、①日本の村に領域があるのか、つまり

「村の土地」という意識が社会的通念として
存在するか否か、③村も土地所有の主体の一
つであったのか、という２つの論点に関わっ
ているので、重要である。

２）「中林論文」と「中林応答」が前提とす

るもの

前述の通り、本稿の目的の一つは、「中林
論文」や「中林応答」のａ）仮定やｂ）のロ
ジックが、中林が「中林応答」で「残差」と
して扱っている渡辺の「共同体的土地所持」
論に反するものであるかを検討することであ
る。結論を先取りして言ってしまえば、幕法
が「村外地主」という概念の存在を前提とし
ているという仮定を中林が取る限り18、渡辺
の「間接的共同土地所持」を「残差」として
しまっては、「中林論文」のｂ）ロジックそ
のものが成り立たないので、渡辺が反論する
までもなく、「中林応答」の渡辺批判そのも
のが無意味となる。よって、本節では「中林
論文」のａ）仮定やｂ）ロジックの詳細につ
いて、先行研究との比較に入る前に、内容に
即しながら、その理論的妥当性を検討し、な
ぜ「中林応答」の渡辺批判が成立しないのか
を説明する。
ａ）「幕法が「村外地主」という概念の存在
を前提としている」という仮定の問題

「幕法が『村外地主』という概念の存在を
前提としている」という仮定をおくことで、

「中林論文」がどのような問題を抱えること
となるのか。

まず、債権者が「村外地主」であるという
概念自体、通文化的に成立するものではない
ことは前章で指摘した通りである。村に領域
があるということは、自明でないのである。
例えば、村の領域が「ムラ（＝屋敷地）」・「ノ
ラ（＝田畑）」・「ヤマ（＝山林に代表される
コモンズ）」から成立するという福田アジオ
のモデル19は、日本では成立しても、韓国で
は成立しない。よって、村に領域がない場合、
つまり村がある種の所有の主体でないと仮定
すると、村の領域をめぐって境界争いが頻発
する「ヤマ」はもちろんのこと、「ノラ」で
ある質地がどの村に帰属するのかが不明とな
る。中林が主張するように、「共同体的土地
所持」が成立していないとすると、幕法の想
定する村内地主／村外地主の定義が不可能に
なってしまう。
ｂ）「村役人と債務者は結託し、作柄につい
ての偽りの情報をもとに追加的な金銭負担
を債権者に要求する」というロジックの問
題
次に、「村役人と債務者は結託し、作柄に

ついての偽りの情報をもとに追加的な金銭負
担を債権者に要求する」というロジックにつ
いて説明する。
「中林論文」では、債権者が「村外地主」

の場合になぜ半頼納が問題となるのか、十分
に説明されていない。端的にいえば、村外に
住んでいるということは、半頼納の成立にと
って十分条件ではない。作柄に関する情報の
非対称性だけが問題ならば、村外地主が隣村
に居住し質地の状況を見に行ける場合や、親
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族が村内にいる場合、村外地主は十分な情報
を入手できるので、債務者や村役人が詐欺に
成功するとは限らないからである。そもそ
も、なぜ村は村人というだけで、債務者の味
方をするのか。村にとっても、借金は債務者
の自己責任ではないのか。幕法や金銭的動機
からはそれは説明不可能である。

以上、「中林論文」や「中林応答」の内容
とロジックを確認した。次章以降では、それ
らを踏まえ、中林や渡辺以外の先行研究――
中林が依拠し、唯一存在意義を認める白川部
のもの――が①・②・③の論点について、ど
のような主張をしているかを見ていきたい。

３．国家のルールと地域社会のルール
――フィリップ・ブラウンの研究を
中心に――

中林は、「法と経済学」が日本近世史研究に
おいて支柱的な役割を果たすべきだとする20。
筆者の知る限り、日本近世史研究者で、「法
と経済学」の分野に最も近い研究をしている
のは、フィリップ・ブラウンである。よって、
中林が経済学の方法論に基づいている研究が
白川部のもの以外ないという批判は日本近世
史研究に対して不当なものである。それはさ
ておき、本章ではブラウンが経済学の理論に
依拠して研究を進めた結果、上述の①・②・
③についてどのような結論にたどり着いたの
かを見てみたい。

ブラウンは北陸地方を中心に、中世末期か
ら近代にかけての割地慣行の研究を行った。
割地慣行とは、村の中で定期的に家の耕作地
が割り替えられる慣行のことである。読者の
中には、上の世代からそのようなことを聞い

たことがある人もいるかもしれない。割地が
行われる村では、特定の耕地に対する農業生
産者個人の独占的な権利は存在せず、入会林
野のように複数人による共同の権利が行使さ
れる。ブラウンはこのような共同の権利の行
使の在り方を「joint ownership」（合同所持）
と呼んだ。ブラウンの集計によると、近世日
本では石高換算にして全国におい最大約30％
の耕地が割地の対象であり、北陸だけではな
く全国的に見られた慣行であるという21。当
時の農業生産者が割地慣行を必要とした動機
として、ブラウンは以前から挙げられていた

（水害・地すべりなどの）災害リスク分散の
他に、村の家間の平等性の維持を挙げる22。

ブラウンは地域社会における農業生産者の
相互扶助的な振る舞いが生物学者ギャレッ
ト・ハーディンが1968年に提唱した「コモン
ズの悲劇」23仮説を克服したことを再三強調
する。ブラウンは、割地慣行において個々の
農業生産者がフリーライダーとしての振る舞
いを完全には排除できないことを認めるが24、
割地慣行は決して個々の農業生産者による収
奪的なものではなく、個々の生産者による土
地に対する持続的な労働と資本の投下が行わ
れ、持続的な資源利用が行われたとする。ブ
ラウンが割地研究にあたって理論的に依拠し
たのは、世界の入会研究を行いノーベル経済
学賞を受賞したエリノア・オストロムの代表作

『Governing the Commons』25である（ブラウ
ンの著書のタイトル『Cultivating  Commons』
もそれをもじったものである）26。

例えば、加賀藩の一部では土地の交換は宅
地にまで及んだ。加賀藩で割地慣行が地域の
農業生産者によって創出され、村単位で実行
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され、農業生産と納税が割地慣行のない他の
地域同様に機能したことについて、これを公
権力に対する地域社会の自律性のもたらした
ものであるとブラウンは結論付けている27。
本稿にとって、割地慣行が地域の農業生産者
組織である村単位で行われたという意義は、
いくら強調しても強調しすぎることはない。
村に領域がなければ、宅地にまで及ぶ土地の
交換を村のメンバー間で成しえないからであ
る。よって、ブラウンが加賀藩で観察した事
例は①村に領域があるということを裏付けて
おり、さらに村による割地が定期的に行われ
ていたということは、②村単位である種の所
有権が生じていたことを裏付けていると言え
る。

また、ブラウンは割地慣行が強靭な生命力
を持ち、江戸幕府崩壊後も長く続いたことを
強調する28。1873年（明治６年）の地租改正
によって法制度上私的土地所有権が成立した
という事実を認めた上での主張である。さら
に、明治政府やGHQのような「崩壊させよ
うとする中央の外部権力の明確な強制力」に
もかかわらず、割地慣行が地域の農業生産者
により1970年代まで残存した事例があったこ
とを、ブラウンは日本の地域社会の自律性と
して評価する29。割地慣行の廃止も、国家の
制度を参照したのではなく、経済発展やライ
フスタイルの変化を背景にした地域の人々の
決断によるものであった。ブラウンの割地慣
行についての観察結果や理論的考察は、地域
社会のルールや慣習は、個人（＝農業生産者）
の金銭的な動機や、第一に公権力の政策や法
律の残差に過ぎないという中林の主張に対す
る反証であり、②の論点については、渡辺の間

接的共同土地所持論を支持しているといえる。
さらに、ブラウンの問題意識は、「いかに

して個人の私的土地所有権を制限する割地と
いうシステムが成立し、存続し続けてきたの
か」という、原理的な問いに向けられる。そ
こで、ブラウンは、多様な所有権の形態を論
じた経済学者ヨーラム・バーゼルの理論30に
依拠しながら、割地慣行というシステムが成
立する経済学的なメカニズムの説明をする31。
「バーゼルの主張を思い出してみよう。彼

によれば、いかなる形の財産であっても、一
人の人間が全ての所有の要素を満たすことは
ない。法制度は所有に結びつけられた権利の
うちごく限られた範囲を捉えるにすぎない。
それは、複数の所有者が存在するケース――
例えば金銭取得権の階層化――に典型的に表
れる。実際には、共同所有権も私的所有権も

（筆者注：本来の「所有権」の）陰
クリシェ

画である」。
割地慣行の研究により、近代的な個人によ

る私的所有権を相対化したブラウンの理論的
思考実験の結論は下記の通りである。個人に
よる完全な私的所有というものは幻想であ
り、割地における共同所有権と等しく、所有
権の形態の一つに過ぎない。バーゼルの主張
の通り、個人に帰属する所有権というもの
は、所有権の束のうちの一部分がごく限られ
たケースで国家の保護を受けている部分のみ
を表している32。これは、「村の土地は村の
ものである」と同時に、個々の農業生産者が
特定の土地について権利を持ちうるケースも

0 0 0 0

ある
0 0

という現象が矛盾しないことを意味して
いる。つまり、総体として所有権を見るとき、
それは複数の主体による権利の束であり、レ
イヤー化された権利であると言える。
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よって、ブラウンの研究結果は、①・②・
③の論点について渡辺と一致することになっ
た。また、彼が依拠した経済学者たちの理論
も渡辺の主張を支持する。

日本の事例研究にはどの程度の一般性があ
るのか。海外の事例について、「法と経済学」
分野でも著名な19世紀のカリフォルニアのゴ
ールドラッシュについての研究を見てみよ
う。経済学者カレン・クレイとゲヴィン・ラ
イトは19世紀のカリフォルニアの金産出地に
おいては、ウムベックの先行研究33で言われ
ていたほど強固なものではないものの、国家
による介入以前に「採掘者会議」と呼ばれる
採掘者の集まりによって、採掘地に対する個
人の独占的なアクセス権が設定されていたと
する34。カリフォルニアのゴールドラッシュ
の事例は、日本国外でも土地に関する権利が
国家や公権力が介入する以前に成立し、機能
したことを示している。地域社会のルールや
慣習は、決して中林の主張する国家の法や国
レベルの政策の「残差」ではないのだ。した
がって、カリフォルニアのゴールドラッシュ
についての経済学的な研究は、論点②におけ
る中林の主張の根本的な見直しを迫るもので
あると言えよう。

筆者はここでブラウンや数々の経済学的先
行研究が、中林の主張ではなく渡辺の主張を
支持しているとか、渡辺やブラウン、ブラウ
ンが依拠した経済学者たち――オストローム
やバーゼル――が絶対的に正しいとかいうこ
とを強調したいのではない。筆者がこの章で
言いたいのは、経済学の理論や経済学を応用
した歴史研究は多種多様であり、中林が引用
していないものの中には、必ずしも中林の主

張を支持しなかったり、それと対立したりす
るものがあるということである。

ただ、有力な反証や異論が存在しうる限
り、中林が一次史料であれ先行研究であれ、
どのような根拠に基づいて地域社会のルール
や自律性を国家や公権力の政策や法律の「残
差」と呼んでいるのか、またそれが中林が論
文中で議論を進めるうえでの「仮定」に過ぎ
ないというのであれば、「法令に基づかない
文書を村役人が作成し，これに組合村の惣名
主が署名し，藩役人が執行を担保する奥書を
添えるとは考え難い．」35というきわめて強い

「仮定」を置くことが経済学史上どのような
意義を持つのか、より丁寧に説明すべきでは
ないだろうか。

その方が、「（白川部以外の）太閤検地論
以降の日本近世史研究者の研究が経済学に基
づいていない」という理由で、否定的な態度
を示すより、よほど建設的かつ健全な議論に
繋がるのではないだろうか。かつての「太閤
検地論」に代わる「大きな物語」（＝理論的
支柱）の不在による日本近世史・近代史研究
のタコツボ化は筆者も懸念するところであ
る。ただし、タコツボ化への対策がかつての
講座派によって行われたような学会政治によ
る言論弾圧とイデオロギー的検閲であっては
ならない。研究そのものにおける理論の頑健
性が問われるべきである。中林も例外ではな
い。政治的圧力に屈せず、渡辺や白川部を含
む先達の近世史研究者が太閤検地論を実証研
究に反論したからこそ、中林や筆者を含む後
進の研究者がかつてのような政治的な圧力な
しに自説を唱えたり学会報告をしたりするこ
とができるのだと筆者は考える。その意味で
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も、先達に対する公正な評価が求められる。

４．村と百姓株式――白川部達夫の研
究の世界史的意義――

本章では、中林が依拠していると主張する
白川部達夫の研究とその百姓株式論を紹介し
たのち、百姓株式論の世界史的意義について
述べる。読者の中には白川部の研究を既に知
っている人もいるかもしれない。本誌の76号
に掲載された拙稿「日本における小農の成立
過程と近世村落の共済機能」で白川部の先行
研究について取り上げたからである36。しか
し筆者は、中林が「村の土地は村のもの」と
いう概念に対して問題提起をした今、白川部
の百姓株式論の世界史的意義が渡辺の共同体
的土地所持論との関連において改めて評価さ
れるべきであると考えられる。

まず、白川部の百姓株式論について説明す
る。百姓株式は「百姓株」、「百姓式」とも
呼ばれ、白川部の他にも、内藤二郎、平野哲
也、尾脇秀和といった日本近世史研究者によ
る研究が行われてきた37。歴史学分野以外で
は、社会学者長谷川善計の研究38もある。

白川部による百姓株式の定義は『近世の百
姓世界』の説明が最も分かりやすいので、下
記に引用する39。
「近世では土地はそれだけで耕作の対象と

してはなりたたなかった。まず用水なしに
は、耕地であることはできない。また近世で
は山野から草を刈って肥料として田畑に投入
したので、山野の入会に参加することが必要
だった。用水や入会は、村で所有・管理して
配分したが、その参加権は百姓株式の重要な
内容だった。」

要するに百姓株式は耕地および用水・入会
の利用権を合わせたものであるということで
ある。ただし、耕地および用水・入会の利用
権所持を百姓株式所持者であることの十分条
件とすることはできないことには留意が必要
である。筆者は百姓株式には宅地も含まれる
と考える。なぜなら、入作の問題があるから
である。入作のケースでは、耕地はもちろん
のこと、入会や用水を利用をしなければ農業
生産そのものが不可能であるが、それだけで
入作者を農業生産者の百姓株式の所持者は地
縁的組織である村の正式なメンバーとするわ
けにはいかない。入作者と村の正式なメンバ
ーの最も明確かつ容易な区別の方法は、トー
トロジーのように聞こえるかもしれないが、
村内に宅地（「屋敷地」）を所持しているか
否かである。

さらに、白川部は渡辺の著書を引用しつつ
言う40。
「それは村の共同体的所持の一部でもあっ

た。それだけではなく村は、百姓のもつ耕地
全体にたいして共同体の所持を及ぼしていた

（渡辺尚志「総論・村落史研究の新展開のた
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

めに」、渡辺尚志編『新しい近世史』４、新
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人物往来社）
0 0 0 0 0 0

」
ここから、遅くとも『近世の百姓世界』が

執筆された1999年時点においては白川部も渡
辺の（間接的）共同体的所持論を認識し、そ
れに賛同する形で百姓株式論を展開していた
ことが分かる。筆者は、百姓株式論は間接的
共同所持論と理論的に不可分な関係にあると
考える。白川部の指摘する「用水・入会利用
権と特定の耕地を結びつける」こと自体、用
水・入会を確定する「村の領域」がなければ
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不可能である。加えて、それは個人単位では
なく、組織単位でなければできないことであ
る。中世以降、用水・入会の確保が農業生産
者組織である村同士の争いの典型的な原因で
あることを想起すれば、百姓株式という制度
自体が農業生産者の相互扶助の上に成り立っ
ていると言えよう。

また、農業生産者の家が絶えた場合、つま
り百姓株式の持ち主がいなくなった場合、空
いた土地の管理は原理的に村に任され、耕地
における農業生産も村の役目となる（「村総
作」）41。村請制なので、年貢納入の責任は
村にあるためである。家の最後の当主の親戚
縁者に適任者がいれば、新しい百姓株式の持
ち主もすぐに見つかるが、かならずしもそう
なるとは限らない。地域における需要と供給
のバランス、つまり人口当たりの百姓株式数
はもちろんのこと、どんなに人口増加の著し
い地域でも、家の最後の当主に親戚縁者がい
ないことは理論的にあり得る。よって、新し
い耕作者（＝多くの場合は百姓株式の所持者）
を見つけることは村の役目であり、村が候補
者を審査することになる。

つまり、村は村のどの土地に対しても、潜
在的な所持権を行使している。入会や用水に
ついては、特定の場所が特定の家と結びつけ
られないため、村の所持権の行使がより直接
的に表れる。割地慣行のある村では、ブラウ
ンが指摘したように、耕地や宅地についても
村の所持権の行使が入会・用水と同じように
直接的に表れている。また、平野は、村役人
が村外の農業生産者の間における村の土地の
取引を執拗に追求し、把握していたことを指
摘している42。これこそが村による（間接的）

共同体的土地所持であり、村が土地や天然資
源を管理するためのシステムが百姓株式であ
る。

百姓株式のあり方には様々なバリエーショ
ンがあり、さらに散村形態の村については領
域も未成立であることから、必ずしも百姓株
式が成立しているとは言えない地域もある。
だが、百姓株式論や間接的共同体的所持論は
日本近世の農業生産者組織である村を理解す
るためのある種の図式であるので、細部にお
ける差異の捨象に関する議論は省略する。こ
こまで見てきただけでも、白川部の先行研究
は論点①・③について渡辺の主張を支持して
いると言えるだろう。

さらに言えば、筆者からすれば、白川部の
主張は渡辺のものよりさらに先鋭的に中林と
対立するように思える。白川部は江戸時代の
三大飢饉のうちの一つ、享保の大飢饉（1732）
以後、餓死や移動で多くの農業生産者の農業
経営が不可能になったことを取り上げ、近世
中期の村に変化について述べる。その結果

「土地の所持関係が混乱するなかから、あた
らしい百姓の家が成立していったため、飢饉
以前の検地名請まで、（質に入れた土地の）
請戻し権を遡及されることができなくな」っ
たとする43。

つまり、餓死や移動で多くの家が絶えて村
内の人間関係が新たに構築され、それ以降に
成立した新しい家と享保の飢饉以前の検地帳
に記録された家を結びつけることができなく
なったため、享保の飢饉以降の百姓株式に付
属した土地所持は検地帳と関係がなくなった
というのである。享保の飢饉後の復興は、農
業生産者組織である村の中における相互扶助
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の賜物であることは言うまでもないが、相互
扶助の機能は復興後さらに強くなった。白川
部によると、享保の飢饉後、「百姓株式は検
地名請と継承関係がなく、むしろこれとは対
抗的に自らの請戻し権を主張」するに至っ
た44。その事例として、白川部は筑前福岡藩
の村々を挙げる45。そこでは、享保の飢饉以
前の土地所持関係に遡って質地の請戻しをす
ることが村によって禁じられた。つまり、検
地帳とは無関係に、あるいはそれに「対抗」
するか否定する形で、享保の飢饉後に成立し
た新しい家

0 0 0 0

のもつ百姓株式が農業生産者組織
0 0 0 0 0 0 0

である村によって
0 0 0 0 0 0 0 0

保証されたのである。
それだけ享保の大飢饉の被害が大きく、農

業生産者が助け合わなければ生活が成り立た
なかったとも言えるが、日本の村における相
互扶助志向が、必要とあれば国家権力や公権
力の権威に裏付けされた検地帳を否定するこ
とも厭わないほど強くなったと言えるであろ
う。これらの事実は、「地域社会のルールや
慣習は、個人の金銭的動機や国家権力や公権
力の政策や法律で説明尽くした残差にすぎな
い」という中林の主張を正面から否定するも
のであって、論点②においては渡辺を支持し
ていると言えよう。

さらに、白川部の研究は百姓株式を通して
村が個々の農業経営に介入することで、農村
金融における個々の家の信用力が増し、それ
が日本の農業経営の頑健性につながることと
いう方向に展開する46。つまり、百姓株式と
いう相互扶助システムにより近世以降の日本
の農業経営の頑健性が増したということにな
るが、残念ながら紙幅がないため、詳しい説
明は別稿に譲りたい。

白川部の研究と中林の主張の食い違いの理
由について、筆者は下記のような結論に達し
た。中林は「中林論文」が白川部達夫の先行
研究に依拠すると主張するが、中林の参照は
不十分である。白川部は「土地売買も、初期
は村が仲介することが見られたし、中期以降
は村役人が考証（原文ママ）機能を果たした」 47

と述べており、中林論文は引用部分の後半の
内容にあたる先行研究を参照したものと思わ
れるが、背景にある文脈を見ると、白川部は
近世中期以降の村役人が公証機能を果たした
のは、「共同体的土地所持」の一環であると
しており、むしろ「村役人は国家や公権力の
政策や法を第一優先して行動する」という中
林の仮定とは対立する。つまり、第三者とし
ての筆者の立場からは、中林と白川部は土地
を媒介とした農村金融という同じ現象を観察
しても、依って立つ前提（日本近世社会に対
する理解）が正反対であるため、論点①・②・
③について、全く異なる解釈をしているよう
に見えるのである。

以上、本章では論点①・②・③について論
じることで、中林と白川部の相違点を強調す
る結果になった。しかし、筆者は中林を否定
するために白川部の百姓株式論を紹介したの
ではない。むしろ、（他の日本近世史研究者
に対する評価が妥当かはさておき）白川部の
研究を改めて評価したことは、今後の研究に
対する中林の大きな貢献であると考える。な
ぜなら、百姓株式は世界史的に大きく注目さ
れるべきシステムであると筆者は考えるから
である。

よって最後に、日本国外の百姓株式のよう
な農業生産者組織における相互扶助システム
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がどのようなものであったのか、前近代イン
ドの先行研究を引用しながら見てみたい。

まず、遅くても16世紀以降の西インド（マ
ハーラーシュトラ州・グジャラート州を中心
とした地域）については、「ワタン」という
百姓株式に非常に近い概念が認められ、地域
社会は「ワタン」を基礎に成り立っていると
いう「ワタン体制」論を、小谷汪之が提唱し
た48。小谷の影響を受け、水島司が南インド

（タミルナードゥ州を中心とした地域）にも
「ワタン」に似た「ミーラース」というもの
があることを発見し、同時代の南インド社会
は「ミーラース」に立脚するという「ミーラ
ース体制」論を唱えた49。田辺明生もオディ
ーシャ（旧名オリッサ）州における地域社会
の分業体制を「職分権体制」と呼び、それが

「ワタン体制」や「ミーラース体制」と類似
しているとする50。

ただし、「ワタン」、「ミーラース」、「職
分権」のいずれにおいても、その権利は農業
生産に関するものに限定されておらず、大工
や占星術師などに代表される職人の権利も含
まれていたことに注意する必要がある。ただ
し、近世日本にも大工や杣（樵）などの株式
は存在した51。また、それ以外の多種多様な
株式については尾脇の研究によって体系化が
進められている52。よって、より正確に百姓
株式と対応する概念を探すとすれば、「ワタ
ン」が農業生産者のものであることを示す

「農民ワタン」とする方がよいであろう。以
下、百姓株式＝「農民ワタン」とする。「ミ
ーラース」や「職分権」についても同様のこ
とが言えるが、紙幅の都合上、本稿では、小
谷の西インド研究の内容のみを取り上げる。

小谷によれば、農業生産者とその家族の死
亡または村外への移動によって耕作者のいな
くなった土地は「消滅家族地」（「ガトクル」） 53

と呼ばれ、新しい耕作者が見つかるまで村の
管理下に置かれた。新しい耕作者が見つかっ
た場合は、農業生産者組織、つまり農民ワタ
ン所持者の組織である村と複数の村が集まっ
た郡（インド史の先行研究ではしばしば「地
域社会」と呼ばれる）のレベルで二重の承認
を受け、農民ワタンが与えられることで正式
に村のメンバーとなった。

探せば、日本やインド以外でも似たような
システムが見つかるかもしれない。それは白
川部の研究に多くを負う筆者の今後の課題で
ある。ただし、筆者がここでインドの事例を
挙げたのは、他の意図もある。中林は「中林
論文」によって死に体であった「太閤検地論」
を批判的・発展的に継承し、復活させたと主
張する54。それよりはるか前に、小谷は日本
中世史研究者永原慶二との研究交流を通じて

「職の体系」を知り、その影響を受けて「ワ
タン体制」論を構築した55。

ただし、小谷の書いた「土地と自由」の注
釈を見ると、小谷が自身の「ワタン体制」論
の構築のために直接参照したのは内藤の百姓
株研究であることが分かる56。内藤の著書『本
百姓体制の研究』や速水融の著書『近世初期
の検地と農民』57を見ると、内藤のような「役
屋体制論」者がいかに講座派から弾圧を受け
たかが書かれている。中林は「中林論文」を
もって太閤検地論が「死んだ犬」ではないこ
とを示したと自負しているが58、「太閤検地
論」華やかなりし頃講座派に「殺された犬」
であった「役屋体制論」はインド史家小谷に
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よって発展的に継承され、インド史研究分野
で国際的な影響力を持つまでに花開いた。

「太閤検地論」が中林の定義するところの経
済学に基づいた研究であれば、それとの対抗
関係にあった「役屋体制論」も経済学に基づ
いた研究と呼んでも差し支えないだろう。中
林が太閤検地論以後の日本史研究における経
済理論に基づいた研究の不在を嘆くのであれ
ば、講座派が学会において言論弾圧を続けて
いた間、「殺された犬」である「役屋体制論」
が小谷に継承され、インド史分野でかろうじ
て生き延びていたことを無視するのは一面的
な見方である。小谷が講座派の最も先鋭的な
批判者であったことを思うと、なおさらであ
る59。中林が主張するところの新しい経済学
的方法論にしても、「役屋体制論」の方が相
性がいいのではないかと、百姓株式と農民ワ
タ ン と い う「 奇 妙 な 並 行 現 象（Strange 
Parallels）」を踏まえ、筆者は考える60。

５．おわりに

本稿は中林真幸の論文「享保元文農地法の
成立――市場拡大と社会的安定の平衡――」
とそれをめぐる中林と渡辺の論争と関連する
先行研究のレビューを行った。それを通じ、
日本の伝統農村における間接的共同土地所持
が、農業生産者の相互扶助の背景として、土
地を担保とした農村金融においていかに機能
しえたのかを検討した。

中林－渡辺の論争で提起された主要な論点
は、①日本の村に領域があるのか・②地域社
会に独自のルールは存在せず、国家のルール
が常に人間社会では第一の行動規範となるの
か・③村も土地所有の主体の一つであったの

かの３つである。それらについて、先行研究
がどのように述べているかを検証した。重点
的に取り上げたのは、日本近世農村金融研究
の権威であり、中林が「太閤検地論」の衰退
以降、日本史研究者の中で経済学に基づいた
研究として唯一評価している白川部達夫の研
究と、中林－渡辺論争では言及されていない
が、日本近世史研究者の中で、最も「法と経
済学分野」に近い議論をしているフィリッ
プ・ブラウンの研究である。結果は①・②・
③のいずれの論点についても、両者およびブ
ラウンの参照した経済学者は渡辺の主張を支
持することになった。その背景になるのが、
日本においておそらく中世から積み重ねられ
てきたであろう農業生産者組織である村の相
互扶助の歴史である。村は村のメンバーであ
る農業生産者と、農業経営を守るために時に
は公権力の政策や法と対立することも厭わな
かった。それが経済学的に合理的な現象であ
るのは、第３章で述べたとおりである。

繰り返しになるが、本稿で取り上げた先行
研究の結論が中林論文の主張を支持しないこ
とは、中林論文の意義がないということでは
ない。中林論文や中林－渡辺論争には日本の
村の特徴に関して、世界史研究上・国際比較
上重要な論点が含まれている。換言すれば、
だからこそ中林－渡辺論争も史料の解釈にと
どまらず、その背景にある日本近世の農村社
会の理解のスキームにまで及んだのであろう。

例えば、中林は無自覚に「村の境界」と言
うが、読者にはここで「村の境界」という概
念が必ずしも世界史的に普遍なものでなかっ
たことをもう一度思い出してほしい。序章で
も述べたように、韓国のような社会では、村
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内地主／村外地主という概念が成立しないの
である。同様に、村役人が「村の土地だから」
という理由で公証人のような役割を果たすこ
とも、決して普遍的な現象ではないのであ
る。日本にしかみられないものではないが、
日本の農業生産者が享保の大飢饉に代表され
る幾多の危機を相互扶助によって乗り越えた
歴史があったからこそ観察される現象なので
ある。
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